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世界的感染拡大への政策対応
2020年3月13日

図2：先進国株価指数と米国債券利回り
期間：2020年1月1⽇～2020年3月12⽇、⽇次
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図1：中国と中国以外の感染確認者数
期間：2020年1月13⽇～2020年3月12⽇、⽇次
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米金融政策発表
⽇本銀行金融政策
発表

ポイント① 欧州中銀の金融緩和

ECB（欧州中央銀行）は3月12⽇開催の理事
会で新型コロナウイルス感染拡大で動揺する欧州経
済を支えるため、銀行への資金供給を大幅に拡大し、
資金繰りに窮する企業への資金供給を促すことを決
めました。また、1,200億ユーロ（約14兆円）の資
産を追加購入する量的緩和も決定しました。一方、
政策金利である預金ファシリティ金利は-0.5％で据
え置きました。これ以上の金利引き下げは銀行収益
を圧迫し、かえってお金が企業や家計に行き渡らなく
なることを懸念したものと⾒られます。

3月3⽇のG7（主要7ヵ国）財務相・中央銀行
総裁の緊急電話会議の後、米英での利下げに続い
てECBも金融緩和を決定しましたが、今の所、金融
市場の動揺を収めるには至っていないようです。

ポイント② 人々の移動や活動の制限

感染拡大を抑えるため、各国は人々の移動や活
動を制限する措置を取り始めました。イタリアでは全
土で個人の移動を制限し、様々な店舗の閉鎖を決
めました。トランプ米大統領は11⽇に、英国を除く欧
州からの外国人の入国制限を打ち出しました。

ポイント③ 制限措置と経済政策のバランス

人々の活動を制限することは、感染拡大を防ぐた
めには止むを得ない面もあります。ただ、そうした動き
が広がると、経済や社会が回らなくなってしまいます。

足元での世界的な株価下落は、感染拡大への懸
念に加えて、こうした制限措置が大きな経済・社会
的コストをもたらすことへの懸念を反映しているとみら
れます。過度に強硬な制限措置を控える一方、制
限措置の影響を経済政策によって緩和することが求
められているようです。

（出所）⽇本経済新聞サイト、NHK報道等より野村アセットマネジメント作成

（出所）Bloombergより野村アセットマネジメント作成
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